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私
的
年
金
を
通
じ
た
自
助
努
力
支
援

野　

村　

亜
紀
子

　

私
的
年
金
は
、
国
民
の
老
後
の
所
得
確
保
に
向
け
た
自

助
努
力
を
支
援
す
る
た
め
の
資
産
形
成
制
度
で
あ
る
。
一

般
の
貯
蓄
と
の
最
大
の
違
い
は
、
税
制
優
遇
が
付
与
さ
れ

て
い
る
点
に
あ
る
。
少
子
高
齢
化
の
進
む
日
本
で
は
、
公

的
年
金
給
付
は
マ
ク
ロ
経
済
ス
ラ
イ
ド
に
基
づ
き
抑
制
さ

れ
る
。
実
質
的
な
目
減
り
の
分
を
補
う
た
め
に
も
、
私
的

年
金
の
役
割
は
増
大
し
て
い
く
。

　

筆
者
は
、
日
本
証
券
経
済
研
究
所
に
よ
る
証
券
税
制
研

究
会
の
「
日
本
の
家
計
の
資
産
形
成
と
税
・
社
会
保
障
」

を
テ
ー
マ
と
す
る
研
究
に
参
加
し
て
い
る
（
二
〇
二
〇
年

一
二
月
よ
り
開
始
）。
そ
こ
で
の
議
論
な
ど
も
踏
ま
え
つ

つ
、
日
本
の
私
的
年
金
税
制
に
つ
い
て
、
い
く
つ
か
の
論

点
を
挙
げ
て
み
た
い
。

　

日
本
の
私
的
年
金
税
制
の
概
略
を
整
理
す
る
と
以
下
の

よ
う
に
な
る
。

　

拠
出
時
に
、
損
金
算
入
・
所
得
控
除
の
税
制
措
置
が
付

与
さ
れ
て
い
る
。
確
定
給
付
型
年
金
（
以
下
、
Ｄ
Ｂ
）
に

は
掛
金
の
上
限
が
設
定
さ
れ
て
い
な
い
一
方
で
、
確
定
拠

出
年
金
（
以
下
、
Ｄ
Ｃ
）
に
は
拠
出
限
度
額
が
設
定
さ
れ

て
い
る
。
公
的
年
金
の
被
保
険
者
の
分
類
（
第
一
～
三
号

被
保
険
者
）、
職
域
年
金
の
内
容
に
応
じ
て
限
度
額
が
異
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な
り
、
企
業
型
Ｄ
Ｃ
は
最
大
で
年
間
六
六
万
円
で
あ
る
。

個
人
型
Ｄ
Ｃ
（iD

eCo

）
は
第
二
号
被
保
険
者
が
一
四
・

四
～
二
七
・
六
万
円
、
第
一
号
被
保
険
者
が
八
一
・
六
万

円
、
第
三
号
被
保
険
者
が
二
七
・
六
万
円
（
所
得
控
除
無

し
）
と
な
っ
て
い
る
。

　

運
用
時
に
は
、
原
則
と
し
て
特
別
法
人
税
が
課
せ
ら
れ

る
が
、
一
九
九
九
年
以
降
凍
結
延
長
が
繰
り
返
さ
れ
て
現

在
に
至
っ
て
い
る
。

　

Ｄ
Ｂ
で
は
離
転
職
の
際
に
脱
退
一
時
金
の
受
け
取
り
が

可
能
と
な
っ
て
い
る
。
一
方
、
Ｄ
Ｃ
で
は
、
中
途
引
き
出

し
は
厳
格
に
制
限
さ
れ
て
お
り
、
離
転
職
時
は
、
個
人
勘

定
資
産
を
転
職
先
の
企
業
型
Ｄ
Ｃ
ま
た
はiD

eCo
に
移

換
す
る
。

　

Ｄ
Ｂ
で
は
六
〇
～
六
五
歳
の
規
約
で
定
め
る
年
齢
到
達

時
、
あ
る
い
は
五
〇
歳
以
上
の
離
転
職
時
（
規
約
で
定
め

る
）
に
老
齢
給
付
金
を
受
け
取
る
。
Ｄ
Ｃ
で
は
六
〇
歳
以

降
受
給
可
能
に
な
る
。
一
時
金
形
態
で
受
け
取
る
場
合
は

退
職
所
得
控
除
、
年
金
受
取
り
の
場
合
は
公
的
年
金
等
控

除
の
税
制
措
置
が
付
与
さ
れ
る
。

　

上
記
の
私
的
年
金
税
制
に
つ
い
て
、
い
く
つ
か
の
特
徴

を
指
摘
で
き
る
。

　

第
一
に
、
年
金
税
制
と
し
て
一
般
的
な
「
拠
出
時
・
運

用
時
非
課
税
、
給
付
時
課
税
（
Ｅ
Ｅ
Ｔ
）」
の
措
置
が
確

立
さ
れ
て
い
な
い
。
拠
出
時
は
非
課
税
だ
が
、
運
用
時
に

原
則
と
し
て
課
税
さ
れ
る
一
方
、
給
付
時
に
一
定
の
税
制

措
置
が
付
与
さ
れ
る
。

　

第
二
に
、
Ｄ
Ｂ
と
Ｄ
Ｃ
の
扱
い
が
バ
ラ
バ
ラ
で
一
貫
性

が
な
い
。
Ｄ
Ｂ
で
は
損
金
算
入
可
能
な
掛
金
に
上
限
が
な

く
、
企
業
拠
出
・
個
人
拠
出
の
限
度
額
が
細
か
く
定
め
ら

れ
て
い
る
Ｄ
Ｃ
と
異
な
る
。
離
転
職
時
の
脱
退
一
時
金
受

け
取
り
の
可
否
も
、
Ｄ
Ｂ
は
可
能
、
Ｄ
Ｃ
は
原
則
不
可
と

な
っ
て
お
り
、
大
き
な
違
い
で
あ
る
。

　

第
三
に
、
特
別
法
人
税
は
、
運
用
収
益
で
は
な
く
積
立
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上
記
の
よ
う
な
Ｅ
Ｅ
Ｔ
の
年
金
税
制
の
下
で
、「
ど
の

程
度
の
税
制
措
置
を
付
与
す
る
べ
き
か
」
と
い
う
問
題
が

浮
上
す
る
。
一
般
に
、
現
役
時
代
の
所
得
に
対
す
る
年
金

給
付
の
割
合
で
あ
る
所
得
代
替
率
が
、
年
金
の
十
分
性
の

目
安
と
し
て
用
い
ら
れ
る
。
目
標
と
す
る
所
得
代
替
率
と

公
的
年
金
の
所
得
代
替
率
と
の
ギ
ャ
ッ
プ
が
、
私
的
年
金

で
埋
め
る
べ
き
所
得
代
替
率
と
い
う
こ
と
に
な
る
。

　

問
題
は
、
目
標
所
得
代
替
率
を
何
割
と
す
る
の
が
適
当

か
に
つ
い
て
、
普
遍
的
な
答
え
は
な
い
こ
と
だ
。
世
界
標

準
の
よ
う
な
も
の
も
な
く
、
参
考
ま
で
に
、
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
の

「Pensions at a Glance 2019

」
を
見
る
と
、
Ｏ
Ｅ
Ｃ

Ｄ
諸
国
の
公
的
年
金
所
得
代
替
率
は
平
均
三
九
・
六
％
、

強
制
加
入
の
私
的
年
金
ま
で
含
め
る
と
四
九
・
〇
％
だ
っ

た⑴

。
こ
れ
に
対
し
、
日
本
の
公
的
年
金
所
得
代
替
率
は
三

二
・
〇
％
と
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
諸
国
平
均
に
届
い
て
い
な
か
っ

た
。
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
平
均
を
一
つ
の
目
安
に
、
私
的
年
金
も
含

め
た
所
得
代
替
率
向
上
に
取
り
組
む
こ
と
も
あ
り
得
る

金
に
対
し
て
課
税
す
る
と
い
う
税
制
で
、
国
際
的
に
見
て

も
特
異
と
言
え
る
。
運
用
利
回
り
が
マ
イ
ナ
ス
の
年
で
も

課
税
さ
れ
、
年
金
資
産
を
一
層
目
減
り
さ
せ
る
。「
法
人

税
」
だ
が
、
企
業
年
金
の
み
な
ら
ず
、
個
人
拠
出
か
ら
成

るiD
eCo

も
対
象
で
あ
る
。

　

私
的
年
金
の
拡
充
の
観
点
か
ら
、
日
本
の
年
金
税
制
に

は
改
善
の
余
地
が
あ
る
と
言
え
る
。
具
体
的
に
は
、
拠

出
・
運
用
・
給
付
の
各
段
階
の
税
制
を
改
め
、
Ｅ
Ｅ
Ｔ
の

年
金
税
制
の
確
立
を
目
指
す
べ
き
で
は
な
い
だ
ろ
う
か
。

Ｄ
Ｃ
に
つ
い
て
は
拠
出
限
度
額
を
大
幅
に
引
き
上
げ
、
特

別
法
人
税
を
完
全
に
撤
廃
し
、
給
付
時
に
は
通
常
所
得
課

税
を
行
な
う
。
Ｄ
Ｂ
に
つ
い
て
は
、
年
金
制
度
で
あ
る
以

上
、
脱
退
一
時
金
の
受
け
取
り
は
厳
格
に
制
限
す
る
。
特

別
法
人
税
の
廃
止
と
給
付
時
の
通
常
所
得
課
税
は
、
Ｄ
Ｃ

と
同
様
と
す
る
。
一
方
で
、
退
職
一
時
金
制
度
は
、
そ
の

役
割
に
基
づ
き
別
途
整
備
す
る
こ
と
を
考
え
る
。
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が
、
何
故
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
平
均
な
の
か
と
言
わ
れ
れ
ば
ク
リ

ア
ー
な
答
え
は
な
い
。

　

ま
た
、
厚
生
年
金
基
金
に
は
、
公
的
年
金
に
上
乗
せ
す

る
こ
と
に
よ
り
目
指
す
「
望
ま
し
い
給
付
水
準
」
が
定
め

ら
れ
て
お
り
、
そ
れ
は
「
退
職
直
前
給
与
の
六
割
を
確
保

す
る
こ
と
」
で
あ
る⑵

。
所
得
代
替
率
六
割
を
目
標
と
し
て

い
る
と
理
解
で
き
る
が
、
こ
の
六
割
と
い
う
数
値
の
根
拠

を
筆
者
は
把
握
で
き
て
い
な
い
。
最
終
的
に
は
「
決
め
の

問
題
」
と
い
う
こ
と
に
な
り
そ
う
だ
が
、
現
在
の
日
本
に

適
し
た
ロ
ジ
ッ
ク
を
定
め
る
必
要
が
あ
ろ
う
。

　

私
的
年
金
を
通
じ
た
自
助
努
力
に
よ
り
、
高
齢
期
に
一

定
の
資
産
を
保
有
す
る
こ
と
を
目
指
す
に
当
た
り
、
一
つ

気
に
な
る
こ
と
が
あ
る
。
金
融
資
産
の
蓄
積
と
、
公
的
な

医
療
保
険
・
介
護
保
険
制
度
に
お
け
る
自
己
負
担
の
関
係

だ
。

　

介
護
保
険
の
補
足
給
付
に
お
い
て
は
、
保
有
資
産
を
勘

案
す
る
運
用
が
行
な
わ
れ
て
い
る
。
補
足
給
付
は
、
本
来

自
己
負
担
で
あ
る
、
施
設
入
所
時
の
食
費
や
居
住
費
を
対

象
と
し
た
負
担
軽
減
措
置
で
、
住
民
税
非
課
税
世
帯
の
個

人
に
適
用
さ
れ
る
。
そ
の
福
祉
的
な
性
格
に
鑑
み
て
、
預

貯
金
、
有
価
証
券
と
い
っ
た
資
産
を
保
有
す
る
に
も
関
わ

ら
ず
所
得
は
少
額
と
い
う
人
が
給
付
を
受
け
る
の
は
、
適

当
で
な
い
と
い
う
考
え
方
の
下
、
資
産
保
有
の
状
況
を
踏

ま
え
た
給
付
判
定
が
行
わ
れ
て
い
る
。

　

補
足
給
付
に
限
ら
ず
、
高
齢
者
医
療
制
度
や
介
護
制
度

全
般
に
お
い
て
、
所
得
の
み
で
な
く
資
産
の
保
有
状
況
を

評
価
し
、
能
力
に
応
じ
た
負
担
を
求
め
る
検
討
も
進
め
ら

れ
て
い
る
。
二
〇
二
〇
年
一
二
月
の
社
会
保
障
審
議
会
医

療
保
険
部
会
「
議
論
の
整
理
」
で
は
、
現
時
点
で
は
時
期

尚
早
と
し
つ
つ
、
預
金
口
座
へ
の
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
付
番
の

状
況
等
を
見
つ
つ
引
き
続
き
検
討
す
べ
き
で
あ
る
と
さ
れ

た
。

　

慎
重
な
議
論
と
検
討
を
要
す
る
問
題
で
あ
る
こ
と
は
論
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を
ま
た
な
い
が
、
資
産
形
成
支
援
の
観
点
か
ら
は
、「
老

後
の
医
療
・
介
護
の
た
め
に
真
面
目
に
備
え
て
き
た
ら
、

結
果
的
に
費
用
負
担
が
増
え
た
」
と
い
っ
た
事
態
を
引
き

起
こ
し
、
資
産
形
成
の
デ
ィ
ス
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
に
な
ら

な
い
よ
う
、
十
分
に
留
意
す
る
必
要
が
あ
る
こ
と
を
指
摘

し
た
い
。
こ
の
懸
念
が
解
消
さ
れ
な
い
ま
ま
、
金
融
資
産

の
保
有
状
況
に
応
じ
て
医
療
・
介
護
給
付
の
自
己
負
担
を

引
き
上
げ
る
制
度
を
導
入
す
る
こ
と
は
難
し
い
の
で
は
な

い
だ
ろ
う
か
。
ま
た
、
個
人
の
老
後
の
生
活
設
計
に
多
大

な
影
響
を
及
ぼ
す
制
度
変
更
で
あ
り
、
仮
に
何
ら
か
の
変

更
を
行
う
の
で
あ
れ
ば
十
分
な
周
知
と
リ
ー
ド
タ
イ
ム
が

必
要
不
可
欠
と
な
ろ
う
。

　

二
〇
一
六
年
の
Ｄ
Ｃ
法
改
正
以
降
、
Ｄ
Ｃ
の
普
及
・
促

進
の
機
運
は
高
ま
っ
て
い
る
。
二
〇
二
〇
年
の
改
正
で

も
、
加
入
可
能
年
齢
の
引
き
上
げ
や
企
業
年
金
加
入
者
の

iD
eCo

拠
出
の
改
善
な
ど
が
進
め
ら
れ
て
い
る
が
、
拠
出

限
度
額
の
本
格
的
な
引
き
上
げ
な
ど
、
税
制
面
の
課
題
の

多
く
が
未
着
手
で
あ
る
。
日
本
に
は
、
人
口
動
態
上
の
留

意
点
と
し
て
、
団
塊
ジ
ュ
ニ
ア
世
代
（
一
九
七
一
～
七
四

年
生
ま
れ
）
の
存
在
が
あ
る
。
彼
ら
に
は
、
老
齢
期
に
支

え
て
く
れ
る
「
団
塊
サ
ー
ド
」
の
よ
う
な
世
代
が
い
な

い
。
団
塊
ジ
ュ
ニ
ア
世
代
が
四
〇
代
後
半
で
、
年
齢
的
に

資
産
形
成
に
注
力
で
き
る
今
こ
そ
、
私
的
年
金
を
通
じ
た

自
助
努
力
支
援
を
大
幅
に
強
化
す
る
必
要
が
あ
ろ
う
。
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望
ま
し
い
給
付
水
準
に
達
す
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ま
で
、
厚
生
年
金
基
金
は
特
別
法

人
税
を
免
除
さ
れ
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い
る
。
ま
た
、
同
水
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、
企
業
型
Ｄ
Ｃ
の
拠

出
限
度
額
を
設
定
す
る
際
に
参
照
さ
れ
た
。
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